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神戸市ノンステップバス導入促進補助要綱 

 

                              平成１２年７月制定 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、神戸市内の路線で乗合バス事業を行う者が、神戸市内の路線で運行するた

めノンステップバスを導入する場合、神戸市が行う補助に関して神戸市補助金等の交付に関す

る規則（平成 27 年 3 月神戸市規則第 38 号。以下「補助金規則」という。）に定めがある

もののほか必要な事項を定め、高齢者や障害者等の公共交通機関の利用環境の改善を図ることを

目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において「バス事業者」とは、道路運送法第４条の規定に基づき国土交通大臣

の免許を受けて道路運送事業を経営する者（ただし、公営交通事業者及びこれに準ずる公共セク

ターで道路運送事業を行う者を除く。）とする。 

 

（補助対象事業） 

第３条 補助の対象となる事業は、バス事業者が神戸市内の路線で、道路運送法第３条第１項イ

に定める一般乗合旅客自動車運送事業の用に供する目的で行う以下の各号の全てに適合するノ

ンステップバスの購入をいう。 

（1）車いす使用者等が一般利用者と共用できる車両であること。 

（2）車いすに乗車したまま運行できる区画を車両内に設けたものであること。 

（3）車いす使用者等が単独で乗降できる設備を備えた車両で、車いすに乗車したまま乗車口か

ら前号の区画までの通路、及び前号の区画から降車口までの通路を通過できる車両であるこ

と。 

（4）バス事業者が所有・管理主体となること。 

（5）国土交通省の標準仕様ノンステップバス認定を受けていること。 

 

（補助金の額等） 

第４条 補助対象経費、補助率、補助金の額は、次の各号のとおりとする。 

（1）補助対象経費は、第３条に規定する要件を満たす補助対象事業費に要する経費のうち、車

両本体購入費とする。 

（2）補助率は、８分の１以内とする（ただし、補助年度の前年度の一般乗合旅客自動車運送事

業で経常利益を生じている者に補助する場合の補助率は１０分の１以内とする）。 

（3）補助金の額は、次のイ、ロ、ハのうち最も低い額とする。ただし、１千円未満の端数は切

り捨てるものとする。 

イ 第１号の補助対象経費に前号の補助率を乗じて得た額 

ロ 第１号の補助対象経費から車両１台につき別表１に定める通常車両価格を差し引いた 
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額に４分の１を乗じて得た額 

ハ 車両１台当たりの補助限度額 700 千円 

（4）前号の規定に関わらず、補助金の額は予算の範囲内において決定する。 

 

（事前協議） 

第５条 補助を受けようとする者は、原則として、事前協議申請書（様式第１号）に次の各号に

規定する書類を添えて、福祉局長に事前の協議を行うものとする。 

（1）事業実施計画表 

（2）路線図及び運行計画 

（3）補助対象事業費概算見積書 

（4）その他市長が必要と認める書類 

２ 前項の協議は、原則として、この要綱で規定する補助金を受けようとする年度の前年度の８

月末日までに行うものとする。 

 

（補助金交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者は、補助金交付申請書（様式第２号）に次の各号に掲

げる書類を添付して市長に提出するものとする。 

（1）事業実施計画表 

（2）路線図及び運行計画 

（3）補助対象事業費見積書 

（4）車両の仕様書及び図面 

（5）補助年度の前年度の一般乗合旅客自動車運送事業にかかる経常損益が確認できる書類 

（6）その他市長が必要と認める書類 

 

（補助金の交付決定） 

第７条 市長は、前条の申請を受けたときは、その内容を審査し、補助金を交付することを決定

した場合は、補助金交付決定通知書（様式第３号）により、申請者に通知するものとする。 

 

（補助金の変更申請等） 

第８条 前条により、補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）が、事業内

容を変更しようとするときは、補助金交付決定額に異動を伴う場合は補助金交付決定変更申請書

（様式第４号）、補助金交付決定額に異動を生じない場合は事業内容変更承認申請書（様式第５

号）に、市長が必要と認める書類を添えて提出し、事前に市長の承認を受けるものとする。 

 

（補助金の変更決定等） 

第９条 市長は、前条の変更申請等を受けたときは、その内容を審査し、補助金の交付決定内容

の変更を決定した場合は、補助金交付変更決定通知書（様式第６号）又は事業内容変更承認決定

通知書（様式第７号）により、変更決定の内容を補助事業者に通知するものとする。 
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（完了届） 

第１０条 補助事業者は、補助対象事業が完了したときは、すみやかに補助事業完了実績報告書

（様式第８号）に次の各号に掲げる書類を添えて、市長に提出するものとする。 

（1）車両購入契約書の写し 

（2）車両納入書の写し 

（3）自動車検査済証又はこれに類する書類の写し 

（4）車両購入費の精算書及びその内訳書 

（5）車両の仕様書及び写真 

（6）支払い領収書の写し 

（7）その他市長が必要と認める書類 

 

（完了検査） 

第１１条 市長は、前条に掲げる実績報告を受けたときは、完了検査を行い、検査の結果、補助

金規則及びこの要綱の規定に適合すると認めるときは、補助金の額を確定して、補助額確定通知

書（様式第９号）により、補助事業者に通知するものとする。 

 

（補助金の請求及び交付） 

第１２条 補助事業者は、前条の通知を受けたときは、補助金交付請求書（様式第１０号）によ

り補助金の請求を行うものとする。 

２ 市長は、前項の請求を受けたときは、補助事業者に補助金を交付するものとする。 

 

（管理方法等に関する協議） 

第１３条 補助事業者は、補助を受けて購入した車両の適切な維持管理に努めるとともに管理方

法等について市長から協議を求められたときは、これに応じるものとする。 

 

（補助金の交付を受けて購入した車両の処分） 

第１４条 補助事業者は、補助を受けて購入した車両を、耐用年数を経過したこと等を理由に処

分する場合は、財産処分申請書（様式第１１号）を提出し、事前に市長と協議したうえで、市長

の承認を得なければならない。 

２ 市長は、前項の申請を受けたときは、その内容を審査し、財産処分の承認を決定した場合は、

財産処分承認決定通知書（様式第１２号）により、補助事業者に通知するものとする。 

 

（別路線への転用の禁止） 

第１５条 補助事業者は、補助を受けて購入した車両を、第６条の交付申請（第８条の変更申請

等を含む。）において申請した路線以外の路線に転用してはならない。当該路線の廃止など、や

むを得ない必要が生じた場合は、事前に市長に協議をしたうえで、市長の承認を得なければなら

ない。 
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（その他） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項については、福祉局長が別に定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成１２年７月１日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成１３年８月１日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２６年５月１３日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２６年１１月７日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 
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附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和３年６月１日から施行する。 

 

別表１（第４条関係） 

 

  

車両の長さ 通常車両価格 

７ｍ未満 １３,４００千円 

７ｍ以上９ｍ未満 １５,４００千円 

９ｍ以上 １８,８００千円 


